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２０11・１・29.
大阪から公害をなくす会・温暖化委員会

大阪府・自治体の「温暖化対策」
ヒアリングから見えてきたもの

なぜ？地方自治体の政策を重視するのか

 温暖化防止対策は待ったなし！議論を行動へ
・京都議定書の第一約束期間90年比6％削減の早期達成

・日本の目標2020年に90年比25％削減の具体化

・「地球温暖化対策基本法」の早期制定

・「地域（地方自治体）削減計画」の策定と実効ある行動

・ ２００８年６月、地球温暖化対策推進法改正のゆくえ

都道府県・政令市・中核市・特例市に

「温室効果ガス排出抑制計画の策定」が義務づけられた。

足元の自治体の対策がどうなっているか、

2008年 なくす会アンケート調査

2009年 大阪消団連アンケート調査

2010年 なくす会でヒアリング

二酸化炭素世界の排出量（2007)

• 国別排出量（百万㌧） 割合

① 中国 5973.0 20.7%

② アメリカ 5792,0           20.1%

③ ロシア 1536,0             5.3%

④ インド 1357,0             4.7%

⑤ 日本 1220,0             4.2%

⑥ ドイツ 769,0              2.7%

⑦ イギリス 532,0             1.8%

⑧ カナダ 529,0             1.8%

⑨ 韓国 476,0             1.7%

⑩ メキシコ 449,0             1.6%

多国籍企業の
排出量が3割

共通だが差異ある責任で見ると
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付属書I国のGHG 排出量の変化
(1990-2002)

データー提供岩本智
氏

京都議定書の進捗状況
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京都議定書を履行するドイツ京都議定書を履行するドイツ 日本の温室効果ガス排出量‘2008
部門別比較（直接排出量勘定）

14740特定事業者と1425特定運輸事業者の公表データーによる排出量

出典：気候ネットワーク ホームページ

日本の排出量 ランキング

気候ネットワーク 温室効果ガス排出量2008年度 データー分析より

ヒアリングの概要

 実施日 2010年11月9日～12月21日

 ヒアリング要請先

東大阪・豊中・吹田・堺・大阪市・岸和田・

貝塚・寝屋川・枚方・交野・大阪府

 ヒアリング内容は温暖化対策の実態

①担当部局の有無・年間予算額・抑止計画

②具体的対策：実践したこと

③担当者としての悩みなど
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温暖化対策予算は？

 予算額・・・アンケート回答結果はデタラメ

担当部局も、どこの回答？と。

*アンケートに誠実に回答することも説明責任のひとつ

 大阪市 一般会計 １兆５千９百億円

 温暖化対策 30億２千6百万円 0.1%

 多くの自治体で一般会計予算の0.1%

 最低は豊能町 １万６千円？

実際に行っている活動

「太陽光発電設置補助」

「環境家計簿」

「環境フェアー」

「打ち水」

「ゴーヤカーテン」

「市民向け講座」

「省エネ診断（ESCO事業）

「省エネ改修事業」

大阪府のCO2 排出量と抑止対策

温室効果ガス5299万㌧（2008)   90年比8.4% 減少

CO2排出量 5194万㌧（2008)  90年比0.7%増加

＊景気後退によるエネルギー需要量減少によるもの多大。

対策 2020年比25%削減

① 多量排出事業者への計画的対策

② エコカー普及 2020年に府域自動車の50%をエコカーに

③ 大阪版カーボン・オフセット制度 予算化するも実績ゼロ

④ 建築物の省エネ

⑤ 校庭の芝生化 CO2削減効果ゼロ

⑥ CO2：2020年25%削減に関する国指導一切なし！

国家予算投入の環境都市・堺

平成22（2010）年度予算 206億8100 万円
（165億円は国の特定財源・補助金）

① 大和川線事業 92億円
② 連続立体交差事業 15億円
③ 都市計画道路整備 12億円
④ 堺浜再生水送水事業 2億1千万円

（シャープ工場への再生水送水事業）
⑤ 太陽光発電設置補助 2億8千万円

KWあたり7万円 CO2 1550㌧削減
⑥ バス利用促進事業

毎月5・10日に高齢者は100円で利用
⑦ 自転車シェアリング

市内4カ所に450台設置 300円/日
⑧ 省エネ診断
⑨ 2011年3月 実行計画策定 パブコメ予定

予算の半
分が道路
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頑張る吹田・計画実践の豊中

豊中：脱クルマ作戦
2004年チャレンジ70プラン作成
①省エネ：情報+機器購入+省エネ住

宅+低利融資
②自動車利用抑制と公共交通利用

＊マップ作製
徒歩10分で電車
徒歩5分でバス

＊交通ＩＣカード
＊バリアフリー歩道
＊レンタサイクル

③学校省エネでは費用還元
④省エネエコポイント（トヨカ）

自前データーの吹田
2009年環境基本計画：90年比25％削減

基本は「消費エネルギーの削減」
①吹田グリーンニューデイール
②千里ニュータウン開発ガイド

建替え時の「省エネ・緑被率向上」
大規模開発ガイドライン

事業者・市民向け
雨水タンク普及

③バス優先レーン等の検討
④廃プラはコスト重視で「燃焼化」
⑤太陽光設置補助KW5万円
⑥予算1500万円で

吹田市域の環境データーベースづくり

温暖化防止の府民運動が必要

 アメリカは動いている。

 ＥＵはすすんでいる。

 中国も変化している。

 13年以降の数値示さず「ヒンシュク」日本

 大阪府域では？

 なぜか沈静化する「温暖化」世論

地球規模で考えて、実践は地域で

未来を考えて、行動はいま！


